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自動運転バス及びシェアサイクル実証事業委託業務 

仕様書 

 

１　業務名 

自動運転バス及びシェアサイクル実証事業委託業務 

 

２　委託期間等 

（１）委託期間 

契約締結日から令和９年１月 29日（金）まで 

 

（２）実証事業（運行）期間 

委託者と受託者が協議の上決定する。 

（想定期間） 

自動運転バス：令和８年 10月１日（木）～10 月 14 日（水）（２週間） 

シェアサイクル：令和８年 10月１日（木）～10 月 31 日（土）（１か月間） 

 

３　業務の目的・概要 

近年の観光入込客数の増加により顕在化している、道の駅おとふけの駐車場混雑、混雑に伴う道の

駅おとふけへの来場機会の逸失及び国道 241 号線における交通混雑等の課題に対応するため、観光客

及び地域住民双方にとって快適な受入環境を整備することを目的として、次の２つの実証事業を実施

する。 

（１）希望が丘運動公園周辺エリアの駐車場を活用したパーク＆ライドを実施することで、道の駅おと

ふけへの自家用車の集中を抑制するとともに、自動運転バスを活用した二次交通の有効性を検証す

る。 

（２）市街地及び観光拠点間の周遊手段としてシェアサイクルの貸出し・返却拠点を整備し、自動車以

外の移動手段を確保することで、国道の渋滞緩和及び市街地周遊観光の促進を図る。 

これらの取組を一体的に実施することで、観光客の行動変容を促し、駐車場混雑及び交通混雑の

緩和、観光満足度の向上及び町内全域への観光消費の波及につなげることを目指す。 

 

４　委託業務の内容 

自動運転バスとシェアサイクルの実証業務を実施するために必要となる実施計画、運行・運用体制、

利用促進、効果検証、将来展開に関する検討等を行うものとする。 

業務実施に当たり、業務計画書を作成し、委託者と協議の上、実証実施に必要な準備を行うこと。 

 

（１）自動運転バスを活用したパーク＆ライド実証事業 

ア　実施方針 

道の駅おとふけの駐車場混雑を解消するため、希望が丘運動公園周辺の駐車場を活用したパー

ク＆ライドを実施し、道の駅までの移動手段として自動運転バスを運行する。 

想定するルートは、生涯学習センターと道の駅おとふけを結ぶルートとし、運行経路、運行便

数、運行時間帯等を提案すること。 
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ただし、最終的な決定については、委託者と受託者が協議の上、決定するものとする。 

なお、実証事業の開始時期は、令和８年 10月１日以降とし、期間は２週間程度の運行とする。 

これらを踏まえ、国が定める「自動運転移動サービス社会実装・事業化の手引き」に準じて、

有効な実証事業の実施方針を提案すること。 

イ　機材・車両等の調達（仕様要件） 

・自動運転レベル２以上での走行が可能であること。また、将来的な自動運転レベル４の実装

を見据えた車両・システム構成であること。 

実証運行時のレベルや乗務員同乗条件等は、委託者と受託者が協議の上、定めることとする。 

　なお、自動運転レベルの定義は下表のとおり。 

 

 

 

 

 

 

 

 

・乗車人数　着座で８人以上 

・走行性能　時速 20km 以上で走行可能 

　　・遠隔監視等については、実証目的、運行安全性及び将来展開の観点を踏まえ、必要な仕組み

を提案すること。 

ウ　実証実験の計画 

実証実験の実施内容について、以下の観点から具体的に提案すること。 

・運行方法、運行体制、スケジュール等の実施計画 

・実証期間における検証内容及び実施手順 

・実証により得られる効果 

エ　ＫＰＩの設定及び検証方法 

本業務において、設定すべきＫＰＩ及びその取得方法について、以下の観点から提案すること。 

・設定すべきＫＰＩの内容及び設定根拠 

・ＫＰＩの取得方法（データ取得手段、測定方法等） 

オ　社会受容性の醸成 

観光客及び町民の社会受容性を醸成するための取組について、以下の観点から提案すること。 

・試乗機会の提供、広報等の具体的な取組 

カ　将来展開 

自動運転レベル４の実装に向けた取組について、以下の観点から提案すること。 

・次年度以降の実証や将来的なレベル４自動運転の実装に向けたロードマップ 

・公道走行に係る制度対応に関する考え方 

・車両、システム及び運行体制の高度化に向けた計画 

 

 

完全自動運転
常にシステムがすべての運転タスクを実施
特定条件下における完全自動運転
特定条件下においてシステムが全ての運転タスクを実施
条件付自動運転
システムが全ての運転タスクを実施するが、システムの介入要
求等に対してドライバーが適切に対応することが必要
特定条件下での自動運転機能
（高機能化・レベル１の組み合わせ）
運転支援
システムが前後・左右のいずれかの車両制御を実施

システム
による監視

レベル５

レベル４

レベル３

ドライバー
による監視

レベル２

レベル１
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キ　業務実施体制 

業務の実施体制について、以下の観点から具体的に示すこと。 

・業務全体の実施体制（役割分担、責任者等） 

・地域交通事業者との連携体制 

・実証運行及び将来の本格運行を見据えた役割分担 

・現地対応体制（運行支援、保守、緊急対応等） 

・地域交通事業者が実証段階から主体的に関与する体制 

ク　業務実績 

過去の自動運転バスに係る業務実績について、以下の観点から具体的に示すこと。 

・自動運転バスの公道実証に関する実績 

・自治体における取組実績 

・将来的な自動運転レベル４の実装を見据えた取組実績 

ケ　独自提案 

本業務の効果を高める独自の提案があれば記載すること。 

コ　その他の事項 

公道に自動運転車両を走行させるに当たり、関係機関との協議や必要な申請を行うこと。 

また、車両事故等に備え、準備開始から実証運行終了までの期間中、自動車損害賠償責任保険

に加え、賠償能力の確保が担保された任意保険に加入するなど、適切な賠償能力を確保すること。 

 

（２）国道の渋滞緩和・未然防止のためのサイクルツーリズム推進事業 

ア　実施方針 

今後増加が予想される外国人観光客などが市街地を観光する場合、レンタカー等での移動が増

加すると渋滞が深刻化する懸念がある。そこで、誰もが利用しやすく、回遊（短距離・高頻度）

に適した移動手段であるシェアサイクルを導入することで、国道の混雑を抑制しながら市街地周

遊観光の促進につなげることができると考えられることから、実証事業により音更町での実装の

可能性を検証する。 

イ　機材・車両等の調達（仕様要件） 

・台数　25 台以上 

・車種　電動アシスト自転車 

・道路交通法等の関係法令に適合し、安全性・操作性・耐久性の高いものとすること。 

・長距離利用にも対応可能な、十分な容量の電池を装着すること。 

・GPS 等により位置情報が把握できる機能を搭載すること。 

・事業者連絡先等を表示すること。 

・その他利用者の安全性確保（ヘルメット等）のための取組について提案すること。 

ウ　保管場所・充電（電源）等の確保 

実証期間中に保管場所を必要とする場合は、公共施設、観光施設その他関係施設の利用可能性

を踏まえ提案すること。 

受託者は、保管、充電、バッテリー交換、車両点検、リバランス等を含めた運用管理方法につ

いて、実証期間中に安定的なサービス提供が可能となる体制や具体的な内容を提案すること。 
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エ　サイクルポートの仕様 

無人で貸出し・返却が可能な仕様とすること。 

設置及び撤去が容易なものとすること。 

利用方法、事業者連絡先等について外国籍の方でも分かりやすい形式とすること。 

違法駐輪が発生しないよう、利用者への案内、表示、運用管理等の対策を講じること。 

電源が必要となる場合は、確保方法を提案すること。 

オ　サイクルポートの設置場所 

町内の主要な観光施設や公共施設等の３か所以上に設置すること。 

（想定箇所） 

　最終的な設置場所は委託者と協議の上決定すること。 

カ　利用方法等（システム・決済・多言語等） 

IoT を活用し、スマートフォン等から外国籍の方でも利用しやすい形式で利用登録ができ、即

日利用可能なシステムとすること。 

キャッシュレス決済（例　クレジットカード等）に対応すること。 

キ　ＫＰＩの設定及び検証方法 

本業務において、設定すべきＫＰＩ及びその取得方法について、以下の観点から提案すること。 

・設定すべきＫＰＩの内容及び設定根拠 

・ＫＰＩの取得方法（データ取得手段、測定方法等） 

ク　社会受容性の醸成 

観光客及び町民の社会受容性を醸成するための取組について、以下の観点から提案すること。 

・効果的な周知方法 

・次年度以降の実証や社会実装につながる検証内容 

・アンケートなどにより利用者の意見、提案を聴き今後に反映する仕組み 

ケ　業務実施体制 

業務の実施体制について、以下の観点から具体的に示すこと。 

・業務全体の統括責任者及び役割分担 

・シェアサイクル事業者、施設管理者、関係機関等との連携体制 

・利用者対応、事故・トラブル発生時の対応及び報告体制 

・車両・システムの維持管理及び車両のリバランスを含む保守運用体制 

・利用料金の設定及び利用料収入の取扱いに関する考え方 

・自転車賠償責任保険に関する考え方と補償範囲 

・地域事業者等を活用する場合の実施体制 

コ　利用促進のためのプロモーション及び安全啓発活動 

主要ターゲット（例　若年層、インバウンド層等）に向けたプロモーションを実施すること。 

チラシ・ポスター等を作成・配置すること。 

安全啓発活動を実施すること。 

 施設名称 住所 想定台数

 道の駅おとふけ 音更町なつぞら２番地 10台

 生涯学習センター 音更町希望が丘１番地 10台

 共栄コミュニティセンター 音更町木野西通 17 丁目１番地 ５台
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サ　事業化可能性調査・利用者属性分析 

実証の結果を踏まえ、次年度以降の展開及び将来的な事業化可能性を検討するため、利用者属

性（年代・国籍等）、利用時間、周遊ルート等のデータを収集・分析した資料を作成すること。 

シ　業務実績 

過去のシェアサイクル事業に係る業務実績について、以下の観点から具体的に示すこと。 

・シェアサイクル実証に関する実績 

・自治体における取組実績 

ス　独自提案 

本業務の効果を高める独自の提案があれば記載すること。 

 

５　提出書類・報告書（実績報告・業務完了報告） 

本業務完了後、速やかに次の書類を提出すること。  

・業務完了届 

・事業実施報告書（利用者数、属性、利用者アンケート結果、各種調査資料、効果検証・属性分析

レポート、事業化可能性調査等を含む。） 

 

６　その他留意事項等（運用・技術・権利関係に関する事項） 

（１）関係法令、許可条件等を遵守すること。 

（２）受託者は、本業務全体に関する管理者を選任して責任の所在を明確化し、委託者と連絡調整を密

に行うこと。 

（３）不測の事態（例　交通事故等）が発生した場合は、安全確保を優先し、速やかに委託者へ報告す

ること。 

（４）個人情報の保護に関する法律（平成 15 年法律第 57 号）を遵守し、業務上知り得た個人情報等の

秘密を他に漏らしてはならない。また、業務終了後も同様とする。 

（５）個人情報の取扱いについては、別記「個人情報等取扱特記事項」を遵守すること。 

（６）本業務において作成する報告書、分析資料、広報物、写真、Web 掲載物その他成果物の権利関係

については、委託者と受託者が協議の上、契約書その他関係書類において定めるものとする。 

（７）本事業は、国の補助金（オーバーツーリズムの未然防止・抑制をはじめとする観光地の面的受入

環境整備促進事業）の活用を予定しているため、当該補助事業の交付要綱等に基づき適正に処理す

るとともに、必要な手続に協力・支援すること。 

（８）委託者が協議会等を設立する場合は、必要に応じて本協議会に参加すること。 

（９）本仕様書に定めのない事項は、委託者及び受託者が協議して決定するものとする。



別記 

 

個人情報取扱特記事項 

 

（基本事項） 

第１ 受注者は、この契約による業務（以下「業務」という。）を処理するための個人情報

の取扱いに当たっては、個人情報の保護に関する法律（平成 15 年法律第 57 号）の趣旨

を尊重し、個人の権利利益を侵害することのないよう努めなければならない。 

 

（責任体制の整備） 

第２ 受注者は、個人情報等の安全管理について、内部における責任体制を構築し、その体

制を維持しなければならない。 

 

（秘密の保持及び適正管理） 

第３ 受注者は、業務を処理するために知り得た個人情報をみだりに他人に知らせてはな

らない。この契約が終了し、又は解除された後においても同様とする。 

２ 受注者は、業務に従事する者に対し、在職中及び退職後においても当該業務に関して知

り得た個人情報をみだりに他人に知らせ、又は不当な目的に利用してはならないことを

周知徹底しなければならない。 

３ 受注者は、業務を処理するために知り得た個人情報について、漏えい、滅失、き損の防

止その他の個人情報の適正な管理のために必要な措置を講じなければならない。 

 

（業務処理責任者） 

第４ 受注者は、業務の処理にあたり、業務処理責任者を定め、発注者に報告しなければな

らない。 

 

（従事者の制限） 

第５ 受注者は個人情報が記録された電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚

によっては認識することができない方式で作られた記録をいう。以下同じ。）を取り扱う

従事者を、必要最小限にしなければならない。 

 

（目的外利用・提供の禁止） 

第６ 受注者は、発注者の指示又は承諾があるときを除き、業務を処理するために知り得た

個人情報を当該業務の目的外に利用し、又は第三者に提供してはならない。 

 

 



（収集の制限） 

第７ 受注者は、業務を行うために個人情報を収集するときは、その業務の目的を明確にし、

目的を達成するため必要な範囲内で、適正かつ公正な手段により収集しなければならな

い。 

２ 受注者は、前項の個人情報を収集するときは、あらかじめ発注者の承諾を受けなければ

ならない。 

 

（個人情報の運搬） 

第８ 受注者は、業務を処理するため、又は業務終了後において個人情報が記録された資料

等を運搬するときは、個人情報の漏えい、滅失及びき損等を防止するため、受注者の責任

において、確実な方法により運搬しなければならない。 

 

（指示及び報告等） 

第９ 発注者は、業務に関して取り扱う個人情報の適切な管理を確保するため、受注者に対

して必要な指示を行い、又は必要な事項の報告若しくは資料の提出を求めることができ

る。 

 

（複写、複製及び持出しの禁止） 

第１０ 受注者は、発注者の承諾があるときを除き、業務を処理するために発注者から提供

された、又は自ら収集した個人情報が記録された資料等を複写し、又は複製をしてはなら

ない。 

２ 受注者は、発注者の承諾があるときを除き、業務を処理するために発注者から提供され

た、又は自ら収集した個人情報が記録された資料等を、事業所の管理区域又は取扱区域の

外へ持出してはならない。 

 

（資料等の返還等） 

第１１ 受注者は、業務を処理するために自ら収集した個人情報が記録された資料等を、業

務終了後、速やかに発注者に引き渡すものとする。ただし、発注者が別に指示したときは

その指示に従うものとする。 

 

（監査及び検査） 

第１２ 発注者は、業務に係る個人情報等の取扱いについて、本契約の規定に基づき必要な

措置が講じられているかどうか検証及び確認するため、受注者及び再委託先に対して、監

査又は検査を行うことができる。 

２ 発注者は、前項の目的を達するため、受注者に対して必要な情報を求め、又は業務の処

理に関して必要な指示をすることができる。 



 

（事故発生時の報告義務） 

第１３ 受注者は、業務を処理するための個人情報の取扱いについて、事故が発生した場合

には、直ちに発注者に報告しなければならない。 

 

（契約解除及び損害賠償） 

第１４ 発注者は、受注者が個人情報取扱特記事項の内容に反していると認めたときは、契

約の解除又は損害賠償の請求をすることができるものとする。 

２ 受注者は、委託業務の処理に関し第三者に損害を与えたときは、受注者の負担において

損害賠償するものとする。ただし、その損害の発生が発注者の責めに帰すべき理由による

場合は発注者の負担とする。 


